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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
長手方向に垂直な面において、周辺部近傍よりも中心部の屈折率が高く、長手方向に平行
で且つ長手方向中心線を含む平面において、長手方向中心線から該長手方向中心線と垂直
な方向周辺部に向かって複屈折率が変化している光伝送コア部を有するプラスチック光フ
ァイバであって、
前記光伝送コア部が、均一組成かつ固有複屈折が負の材料からなり、光伝送方向と平行で
且つ長手方向中心線を含む前記光伝送コア部の平面上において、光伝送方向の屈折率をｎ
ｘ及びそれに垂直な方向の屈折率をｎｙとした場合、複屈折率Δｎ（＝ｎｘ－ｎｙ＜０）
が、前記長手方向中心線から前記長手方向中心線と垂直な方向周辺部に向かってその絶対
値が減少しており、
前記光伝送コア部の分子が長手方向に配向しているとともに、長手方向中心線に垂直な方
向周辺部から長手方向中心線に向かうに従って、分子が長手方向に強く配向しており、
前記光伝送コア部における分子の配向度の変化が、該コア部の屈折率分布を形成している
プラスチック光ファイバ。
【請求項２】
長手方向に垂直な面において、周辺部近傍よりも中心部の屈折率が高く、長手方向に平行
で且つ長手方向中心線を含む平面において、長手方向中心線から該長手方向中心線と垂直
な方向周辺部に向かって複屈折率が変化している光伝送コア部を有するプラスチック光フ
ァイバであって、
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前記光伝送コア部が、均一組成かつ固有複屈折が正の材料からなり、光伝送方向と平行で
且つ長手方向中心線を含む前記光伝送コア部の平面上において、長手方向の屈折率をｎｘ
及びそれに垂直な方向の屈折率をｎｙとした場合、複屈折率Δｎ（＝ｎｘ－ｎｙ＞０）が
、前記長手方向中心線から前記長手方向中心線と垂直な方向周辺部に向かって増加してお
り、
前記光伝送コア部の分子が長手方向に配向しているとともに、長手方向中心線から長手方
向中心線に垂直な方向周辺部に向かうに従って、分子が長手方向に強く配向しており、
前記光伝送コア部における分子の配向度の変化が、該コア部の屈折率分布を形成している
プラスチック光ファイバ。
【請求項３】
前記固有複屈折が負の材料が、メタクリル酸メチル、スチレン、α－メチルスチレン、ク
ロロスチレン、及びブロモスチレンの重合体の少なくとも１種を含有する請求項１に記載
のプラスチック光ファイバ。
【請求項４】
前記固有複屈折が正の材料が、ポリカーボネート及びメタクリル酸ベンジルの重合体の少
なくとも１種を含有する請求項２に記載のプラスチック光ファイバ。
【請求項５】
光損失が、２５０ｄＢ／ｋｍ以下である請求項１～４のいずれか１項に記載のプラスチッ
ク光ファイバ。
【発明の詳細な説明】
【発明の属する技術分野】
【０００１】
　本発明は、伝送周波数が１０ＧＨｚ・ｍを超える高周波信号伝送が可能な光ファイバに
関し、更に詳しくは従来型の屈折率分布型マルチモードプラスティック光ファイバに比べ
て、ロバストネス（頑健さ）及び製造コストを改良した屈折率分布型マルチモードプラス
ティック光ファイバに関する。
【背景技術】
【０００２】
　マルチモード光ファイバは、大口径で接続できる技術としてガラスファイバの一種とし
ても多用されているが、特にプラスチック光ファイバの分野では、マルチモードが基本と
されている。プラスチック光ファイバ（ＰＯＦと略記することがある）は、素線が全てプ
ラスチックで構成されているため、伝送損失が石英系と比較してやや大きいという短所を
有するものの、良好な可撓性を有し、軽量で、加工性がよい。さらに石英系光ファイバと
比較して、口径の大きいファイバとして製造し易く、低コストに製造可能であるという長
所を有する。従って、伝送損失の大きさが問題とならいない程度の短距離用の光通信伝送
媒体として種々検討されている。
【０００３】
　プラスチック光ファイバは、一般的には、重合体をマトリックスとする有機化合物から
なる芯（本明細書において「コア部」と称する）と、コア部と屈折率が異なる（一般的に
は低屈折率の）有機化合物からなる外殻（本明細書において「クラッド部」と称する）と
から構成される。コア部が均一組成の素材からなるＰＯＦは、ステップインデックス型Ｐ
ＯＦといわれ、市販されているものもあるが、いずれもその伝送周波数帯域は約１０ＧＨ
ｚ・ｍ以下である。一方、中心から外側に向かって屈折率の大きさに分布があるコア部を
有する屈折率分布型ＰＯＦ（以下ＧＩ－ＰＯＦという場合がある）は、伝送する光信号の
帯域をより大きくすることが可能なため、高い伝送容量を有する光ファイバとして最近注
目されている（例えば、特許文献１および２参照）。この様な屈折率分布型ＰＯＦの製法
の一つに、界面ゲル重合を利用して、光学部材母材（本明細書において、「プリフォーム
」と称する）を作製し、その後、前記プリフォームを延伸する方法などが提案されている
。この屈折率分布型光ファイバでは、マトリックス素材の中に屈折率の高い調整剤を含有
させ、その含有率を断面の半径方向において徐々に変化させることによって所望の屈折率
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分布を得ている。
【特許文献１】特開昭６１－１３０９０４号公報
【特許文献２】特許３３３２９２２号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、従来の屈折率分布型ＰＯＦの作製方法は、プリフォームを作製する際に精密な
成形制御が必要であり、生産上の条件制御が難しい。特に、特許文献１に記載されている
作製方法は、界面ゲル重合を利用して断面方向に徐々に成長させるために作製に時間がか
かり、且つプリフォームのサイズ（長さ、太さ）が制限される。そのためプリフォーム作
製工程およびプリフォームの延伸工程においてコストを軽減することが困難である。また
、前記作製方法では、屈折率の高い低分子とマトリックス素材の組み合わせで屈折率分布
を形成しているが、この屈折率分布が様々な温湿度範囲で長期に崩れないことが、品質保
証上求められる。しかし、本発明者が、実際に種々検討したところ、屈折率の高い低分子
とマトリックス素材との組み合わせの中で、こうした品質保証に耐え得るものには限りが
あり、同様に屈折率の異なる重合体を共重合させることにより屈折率分布を付与する場合
は重合体の組合せによって界面不整等が起きて高い損失を示す事があるため、材料の選択
の幅を狭めることが分かった。
【０００５】
　本発明は前記諸問題に鑑みなされたものであって、伝送周波数帯域に優れ、且つ長期耐
久性や温湿度耐久性にも優れる新規な光ファイバを提供することを課題とする。また、本
発明は、従来と比較して、低コストおよび短時間に製造可能な屈折率分布型光ファイバを
提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するために、屈折率分布構造の形成方法を従来の方法と根本的に変えて
プリフォーム作製までの工程を簡素で迅速な製造形態にし、且つ低分子高屈折率化合物の
マトリックス材料中における含有比率に基づく屈折率分布構造において懸念される、完成
形態における複数成分の相溶性の崩れ等に起因する屈折率分布構造の乱れが生じ得ない形
態を実現することが必要である。本発明者らは、前記課題を解決するため鋭意検討し、従
来のコア部の組成の分布の調整に基づく屈折率分布構造ではなく、分子配向状態の分布の
調整に基づく屈折率分布構造を有する光ファイバによれば、前記課題を解決し得ることを
見出し、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
【０００７】
　一側面において、本発明は、長手方向に垂直な面において、周辺部近傍よりも中心部の
屈折率が高く、長手方向に平行で且つ長手方向中心線を含む平面において、長手方向中心
線から該長手方向中心線と垂直な方向周辺部に向かって複屈折率が変化している光伝送コ
ア部を有する光ファイバを提供する。
　本発明の態様として、前記光伝送コア部が、固有複屈折が正の材料からなり、光伝送方
向と平行で且つ長手方向中心線を含む光伝送コア部の平面上において、長手方向の屈折率
をｎｘ及びそれに垂直な方向の屈折率をｎｙとした場合、複屈折率Δｎ（＝ｎｘ－ｎｙ＞
０）が、前記長手方向中心線から前記長手方向中心線と垂直な方向周辺部に向かって増加
している前記光ファイバ；前記光伝送コア部が、固有複屈折が負の材料からなり、光伝送
方向と平行で且つ長手方向中心線を含む光伝送コア部の平面上において、光伝送方向の屈
折率をｎｘ及びそれに垂直な方向の屈折率をｎｙとした場合、複屈折率Δｎ（＝ｎｘ－ｎ
ｙ＜０）が、前記長手方向中心線から前記長手方向中心線と垂直な方向周辺部に向かって
その絶対値が減少している前記光ファイバ；前記光伝送コア部が均一組成の材料からなる
前記光ファイバ；及び前記光伝送コア部の分子が長手方向に配向しているとともに、その
配向度が、長手方向中心線から長手方向中心線に垂直な方向周辺部に向かって変化してい
る前記光ファイバ；が提供される。
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【０００８】
　他の側面において、本発明は、光伝送コア部が固有複屈折を有する材料からなるプリフ
ォームを、温度が異なる２以上のゾーンを通過させつつファイバ径まで延伸する延伸工程
を含むプラスチック光ファイバの製造方法であって、前記延伸工程において、プリフォー
ムの径の減少が開始する開始点とプリフォームの径がファイバ径となる終了点までの間の
少なくとも一点において、プリフォームの外周部と中心部との温度差を５℃以上の状態に
するプラスチック光ファイバの製造方法を提供する。
　本発明の態様として、前記光伝送コア部が、固有複屈折が正の材料からなり、多段加熱
ゾーンを有するファイバ延伸機にて、プリフォームが挿入される順番として一気に延伸温
度まで加熱するゾーンに入り、続くゾーンにて延伸が始まって延伸コーンが形成された後
、ファイバ径になりきるまでの間に急速に冷気をふきつけ、プリフォーム外周とコア中心
との温度差が２０℃以上付けられた状態で延伸することにより光ファイバを作製する前記
光ファイバ製造方法；及び前記光伝送コア部が、固有複屈折が負の材料からなり、多段加
熱ゾーンを有するファイバ延伸機にて、プリフォームが挿入される順番として３０℃以下
の冷却ゾーンを経た後、一気に延伸温度まで加熱するゾーンに入り、プリフォーム外周と
コア中心との温度差が２０℃以上付けられた状態で延伸することにより光ファイバを作製
する前記光ファイバの製造方法；が提供される。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のマルチモード型光ファイバは、光伝送方向と平行で長手方向中心線を含む平面
のレターデイションの分布を形成し、それによって、広い伝送周波数帯域を保持するのに
必要な光伝送方向と垂直な面上における屈折率の分布が形成されている。本発明のマルチ
モード型光ファイバは、均一の組成の素材から作製することができるので、従来の組成に
分布がある屈折率分布型光ファイバよりも、温湿度の変化に起因する屈折率分布構造の乱
れが格段に生じ難い。さらに、本発明のマルチモード型光ファイバは、従来、素材の組成
に分布を持たせるために必要であった、界面ゲル重合工程等の煩雑な工程を経て作製する
必要がなく、例えば、中心部と周辺近傍との加熱温度に差が生じる条件で延伸する等の比
較的簡易な工程により分子配向状態を不均一化させて作製することが可能であり、製造時
間及び製造コストを格段に低減することができる。
【発明の実施の形態】
【００１０】
　以下、本発明について詳細に説明する。まず、本発明の光ファイバにおける長手方向に
垂直な面上の屈折率分布と、長手方向に平行な面における複屈折率分布との関係について
説明する。
一般に、固有複屈折を有する材料は、無配向状態では３次元的屈折率成分（ｎｘ，ｎｙ，
ｎｚ）で表されるいわゆる屈折率楕円体が真球状を保持している。即ち、ｎｘ＝ｎｙ＝ｎ
ｚの関係が成立する。この時の屈折率をｎ0とする。これがバルクとして任意の方向に配
向すると３次元的屈折率成分（ｎｘ，ｎｙ，ｎｚ）が異なる状態、つまり複屈折が発現す
る。
【００１１】
　固有複屈折が正の材料は、分子がｘ方向のみに配向すると、配向方向に振幅を持つ光の
屈折率（ｎｘ）がｎ0より大きくなるのに対し、それに垂直な方向に振幅を持つ光の屈折
率（ｎｙ＝ｎｚ）がｎ0より小さくなる。一方、固有複屈折が負の材料は、分子がｘ方向
のみに配向すると、配向方向に振幅を持つ光の屈折率（ｎｘ）がｎ0より小さくなるのに
対し、それに垂直な方向に振幅を持つ光の屈折率（ｎｙ＝ｎｚ）がｎ0より大きくなる。
【００１２】
　ここで、長尺状の光ファイバのコア部を、図１に示す様に、直交座標（ｘ，ｙ，ｚ）に
、長手方向をｘ軸に平行にして配置したモデルを考える。図１中、面Ｐy-zは光ファイバ
の長手方向に垂直な面であり、面Ｐx-yは長手方向中心線Ｌcを含み長手方向に平行な面で
ある。図２～図４に、種々の光ファイバの、Ｐy-z面上の屈折率楕円分布およびＰx-y面上
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の屈折率楕円分布を模式的に示した図をそれぞれ示す。なお、光ファイバの長手方向中心
線Ｌcを含み長手方向に平行な他の面である面Ｐｘ－ｚ上の屈折率楕円体は、Ｐx-y面上の
屈折率楕円体と同様になるので省略する。
【００１３】
　まず、図２は、特許３３３２９２２号等に記載されている様な従来のＧＩ－ＰＯＦのコ
ア部の、Ｐy-z面上のｎｚおよびｎｙ成分からなる屈折率楕円体（図２（ａ））、および
Ｐx-y面（図２（ｂ））上のｎｘおよびｎｙ成分からなる屈折率楕円体を模式的に示した
図である。図２に示す従来の光ファイバは、例えば、マトリックス中に含有される高屈折
率低分子化合物の濃度分布等に基づいて、Ｐy-z面上に屈折率分布構造が形成されている
。従って、図２（ａ）に示す様に、Ｐy-z面上の屈折率楕円体は円になるが、その大きさ
は中心部が大きく、周辺部に向かって小さくなっている。また、図２（ｂ）に示す様に、
Ｐx-y面上の屈折率楕円体の分布も、Ｐy-z面と同様に、中心部と周辺部近傍の屈折率楕円
体が相似し、中心部が大きく、周辺部に向かうにつれて小さくなっている。
【００１４】
　一方、図３は、本発明の光ファイバのコア部の一例のＰy-z面上のｎｚおよびｎｙ成分
からなる屈折率楕円体分布（図３（ａ））、およびＰx-y面（図３（ｂ））上のｎｘおよ
びｎｙ成分からなる屈折率楕円体分布を模式的に示した図である。図３に示す光ファイバ
は、固有複屈折が正の材料からなるとともに、コア中心部からコア周辺部に向かう（ｙ軸
に平行な方向に向かう）に従って、分子が長手方向（ｘ方向）に強く配向している光ファ
イバの例である。Ｐx-y面上において、分子の配向度は、長手方向中心線Ｌcから外側に向
かって高くなり、その配向度の変化に応じて、ｎｘ成分が大きくなるので、図３（ｂ）に
示す様に、屈折率楕円体は、外側になるにつれてｘ方向に伸びたラグビーボール状になっ
ていく。その結果、図３（ａ）に示す様に、Ｐy-z面上には、相対的にコア中心部からコ
ア周辺部に向かって屈折率が減少する状態が形成されている。つまり、光の進行方向に関
して従来の屈折率等方性材料において屈折率差に分布をつけた一般的なＧＩ－ＰＯＦと同
等な状態にあると言える。
【００１５】
　また、図４は、本発明の光ファイバのコア部の他の例のＰy-z面上のｎｚおよびｎｙ成
分からなる屈折率楕円体分布（図４（ａ））、およびＰx-y面（図４（ｂ））上のｎｘお
よびｎｙ成分からなる屈折率楕円体分布を模式的に示した図である。図４に示す光ファイ
バは、固有複屈折が負の材料からなり、コア周辺部からコア中心部に向かう（ｙ軸と平行
な方向に向かう）に従って、分子が長手方向（ｘ方向）に強く配向している光ファイバの
例である。Ｐx-y面上において、分子の配向度は、外側から長手方向中心線Ｌcに向かって
高くなり、その配向度の変化に応じて、ｎｘ成分が小さくなるので、図４（ｂ）に示す様
に、屈折率楕円体は、中心に近づくにつれてｙ方向に伸びた円盤状になっていく。その結
果、図４（ａ）に示す様に、Ｐy-z面上には、相対的にコア中心部からコア周辺部に向か
って屈折率が減少する状態が形成されている。つまり、光の進行方向に関して従来の屈折
率等方性材料において屈折率差に分布をつけた一般的なＧＩ－ＰＯＦと同等な状態にある
と言える。
【００１６】
　上記説明した様に、本発明では、コア部に屈折率の分布を付与するために、意図的に材
料中の組成を不均一にする必要はなく、均一な組成の材料からコア部を形成することがで
きる。ここで、「均一組成」とは、一成分からなることのみを意味するのではなく、複数
成分からなり、組成が領域によって偏りのない一様な態様も含む意味でも用いるものとす
る。従って、本発明においては、コア部は、例えば、固有複屈折を有するマトリックス材
料のみからなっていても、固有複屈折が認められないマトリックスに固有複屈折を有する
ドーパント（添加成分）を均一分散した材料、または固有複屈折が認められないマトリッ
クスに固有複屈折を有するドーパント（添加成分）を共重合した材料等の多数成分からな
る材料からなっていてもよい。ここで、ドーパントは重合性を有しない低分子の化合物で
もよいし、重合性を有するモノマー成分でもよい。
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【００１７】
　また、上記説明した様に、コア部の長手方向に垂直な面上において複屈折率が変化して
いる構造は、上述のように長手方向に分子を配向させるとともに、その配向の程度を中心
部と周辺部近傍とで差をつけることにより形成できる。配向度を中心部と周辺部近傍とで
変化させる方法としては、延伸時に中心部と周辺部の温度に差を持たせる方法が容易で好
ましい。例えば、円筒形状のプリフォームを延伸して光ファイバを作製する場合は、プリ
フォームは溶融状態で下方に引取られ、径が延伸方向に減少して、図５に示す様に、実質
的に円錐形状になる（以下、実質的に円錐形状となったプリフォームを「延伸コーン」と
いう場合がある）。本発明では、プリフォームの径の減少が開始する開始点Ａ１から、プ
リフォームの径がファイバ径となる終了点Ａ２までの間の少なくとも一点において、プリ
フォームの外周部と中心部との温度差を５℃以上の状態にするのが好ましく、温度差を２
０℃以上の状態にするのがより好ましい。後述する図９に示す様な複数の温度調整可能な
コンパートメントを備えた延伸機（以下、「多段加熱ゾーンを有する延伸機」という場合
がある）によりプリフォームを延伸すると、プリフォームの外周部と中心部とに温度差を
形成し易いので好ましい。
【００１８】
　例えば、固有複屈折が正の材料からなるコア部では、コア中心部からコア周辺部に向か
うに従って、分子が長手方向に、より高い配向度で配向している形態とするのであるから
、延伸時にコア周辺部の方が中心部より低い温度にするとともに、コア周辺部の分子が延
伸配向するのに必要な温度に調整すればよい。そのためには、図９の様な多段加熱ゾーン
を有する延伸機にて１段目・２段目・３段目を予備加熱ゾーンとし、徐々に目標温度へ上
げ、４段目で延伸を開始して延伸コーンが細くなっていく５段目にて冷風を当て、周辺部
を急冷することにより、プリフォーム周辺部の温度をコア部の温度より低くすることが可
能である。
【００１９】
　固有複屈折が負の材料からなるコア部では、コア周辺部からコア中心部に向かうに従っ
て、分子が長手方向により高い配向度で配向している形態とするのであるから、延伸時に
コア中心部の方が周辺部より低い温度にするとともに、コア中心部の分子が延伸配向する
のに必要な温度に調整すればよい。これには加熱部において一気に外側から強力な電熱加
熱を行い、周辺部の温度を急激に上げてやればよい。具体的には図９の様な多段加熱ゾー
ンを有する延伸機にて初めの１～２段を冷却ゾーンとし、続いて３段目で一気に目標の温
度まで加熱するゾーンとすることにより、プリフォーム周辺部の温度をコア部の温度より
高くすることが可能である。
【００２０】
　延伸時の温度差は、用いる材料によって好ましい範囲が異なるが、延伸配向度に差を持
たせるためには、通常、温度差は５℃以上１５０℃以下であるのが好ましく、１０℃以上
１００℃以下であるのが好ましく、２０℃以上７５℃以下であるのが特により好ましい。
この温度差が５℃以下であるとＧＩ－ＰＯＦとして作用するだけの十分な屈折率分布が得
られない。また１５０℃以上であるとプラスチックは外周だけが溶融して内部が固い状態
なので延伸できないことがある。
【００２１】
　この様に、本発明では、均一組成の固有複屈折の材料からなるコア部を有するプリフォ
ームを作製し、分子延伸時にコアから周辺部に向かって加熱温度に分布を持たせるなどの
手法によって、分子配向状態を不均一にすることによって、相対的に、長手方向に垂直な
面における屈折率分布構造を形成している。本発明の光ファイバは、高周波数帯域の伝送
が可能な上に、製造コストを軽減でき、しかも温湿度ロバストネスが改善されている。
【００２２】
　本発明の光ファイバの一形態は、上記コア部とコア部の周辺を被覆するクラッド部とを
有する光ファイバである。前記コア部および前記クラッド部は、少なくとも重合性モノマ
ーを含む重合性組成物を重合させて得られた重合体よりなる。以下、コア部およびクラッ
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ド部の作製に用いられる材料についてそれぞれ説明する。
【００２３】
　［重合性モノマー］
　本発明におけるコア部の原料の重合性モノマーとしては、光透過性が高い熱可塑性の原
料を選択するのが好ましい。光透過性が高い熱可塑性の原料としては例えば、以下のよう
な（メタ）アクリル酸エステル類（フッ素不含（メタ）アクリル酸エステル（ａ）、含フ
ッ素（メタ）アクリル酸エステル（ｂ））、スチレン系化合物（ｃ）、ビニルエステル類
（ｄ）、炭酸エステル類（ｅ）等を例示することができ、コア部はこれらのホモポリマー
、あるいはこれらモノマーの２種以上からなる共重合体、およびホモポリマー及び／また
は共重合体の混合物から形成することができる。
【００２４】
　特に本発明を実現するためには、容易に複屈折を発現しやすいものが好ましい。固有複
屈折が正のものとしては、ポリカーボネート、メタクリル酸ベンジルなどが上げられ、固
有複屈折が負のものとしては、メタクリル酸メチル、スチレン、α－メチルスチレン、ク
ロロスチレン、ブロモスチレン等が挙げられ、これらを好ましく用いることができる。固
有複屈折はその素材を重合してみて一軸延伸物を作成し、複屈折を計ることにより、知る
ことができる。複屈折を発現させる素材であれば本発明の手法にて使用できるので、上記
素材に限定されるものではなく、モノマーの単独あるいは共重合体からなるポリマーの屈
折率がクラッド部のそれに比べて同等かあるいはそれ以上になるように構成モノマーの種
類、組成比を組むことが好ましい。
【００２５】
　さらに、作製する光学部材を近赤外光用途に用いる場合は、構成するＣ－Ｈ結合に起因
した吸収損失が起こるために、Ｃ－Ｈ結合の水素原子を重水素原子やフッ素などで置換し
た重合体（例えば、特許３３３２９２２号公報などに記載されているような重水素化ポリ
メチルメタクリレート（ＰＭＭＡ－ｄ８）、ポリトリフルオロエチルメタクリレート（Ｐ
３ＦＭＡ）、ポリヘキサフルオロイソプロピル２－フルオロアクリレート（ＨＦＩＰ　２
－ＦＡ）など）からコア部を形成すると、この伝送損失を生じる波長域を長波長化するこ
とができ、伝送信号光の損失を軽減することができる。なお、原料モノマーは重合後の透
明性を損なわないためにも、不純物や散乱源となる異物は重合前に充分に低減させること
が望ましい。
【００２６】
　また、側鎖に脂環式炭化水素基や分岐型炭化水素基を有するアクリレートを重合成分と
して多く含むポリマーは、脆性が強いので、ＰＭＭＡなどに比べて延伸性があまりよくな
い。この様な場合は、コア部の径の変動が軽減され、延伸時の破断等が起こり難いので、
側鎖に脂環式炭化水素基や分岐型炭化水素基を有するアクリレートを重合成分として含む
ポリマーをコアのマトリクスに用いる場合には、目的とする性能を低減させない限り柔軟
性に富む素材と共重合させたり、クラッド部や、さらにその外側に所望により形成される
被覆層などに、フッ素ゴムのような樹脂を用いること等によって、脆性を補強するのが特
に有効である。
【００２７】
　クラッド部は、コア部を伝送する光がそれらの界面で全反射するために、コア部の屈折
率より低い屈折率を有し、非晶性であり、コア部との密着性が良好な材料を用いるのが好
ましい。コア部とクラッド部の界面が不整状態となると光学性能が低下するため、前述の
コア部用素材の中で、コア部素材よりも低い屈折率を有する素材を選ぶことが好ましい。
但し、素材の選択によってコア部とクラッド部との界面の不整が起こりやすい、もしくは
、図３や図４の様な理想的な屈折率分布からずれた場合などにおいては、コア部とクラッ
ド部との間にさらに１以上の層を設けてもよい。例えば、コア部との界面（即ち、中空管
の内壁面）に、コア部のマトリックスと同一組成のポリマーからなるアウターコア層を形
成することにより、コア部とクラッド部との界面状態を矯正することができる。アウター
コア層の詳細については後述する。勿論、アウターコア層を形成せずに、クラッド部その
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ものを、コア部のマトリックスと同一組成のポリマーから形成することもできる。またア
ウターコア層を回転重合で作成することによってその部分の高分子鎖は周辺の円筒表面と
平行な円筒曲面状に面配向するので、それによる屈折率楕円体が形成される。これを伝送
光波の乱れ補正に使うこともできる。
【００２８】
　クラッド部の素材としては、前述のコア部用素材のものを使うことでできるが、それら
の素材の中でも、タフネスに優れ、耐湿熱性にも優れているものが好ましく用いられるた
め、これらの観点から、クラッド部は、フッ素含有モノマーの単独重合体または共重合体
からなるのが好ましい。フッ素含有モノマーとしてはフッ化ビニリデンが好ましく、フッ
化ビニリデンを１０重量％以上含有する１種以上の重合性モノマーを重合させて得られる
フッ素樹脂が好ましく用いることができる。
【００２９】
　また、後述の溶融押出し法により重合体を成形して、クラッド部を作製する場合は、重
合体の溶融粘度が適当であることが必要である。この溶融粘度については、相関する物性
として分子量が用いられ、重量平均分子量が１万～１００万の範囲であることが適当であ
り、より好ましくは５万～５０万の範囲である。
【００３０】
　さらに、できるだけコア部へ水分が浸入することを防ぐことが好ましく、そのためには
、ポリマーの吸水率が低いポリマーをクラッド部の素材（材料）として用いてもよい。す
なわち飽和吸水率（以下、吸水率と称する）が１．８％未満のポリマーを用いてクラッド
部を作製するのが好ましい。より好ましくは１．５％未満のポリマー、さらに好ましくは
１．０％未満のポリマーを用いてコアを作製するのが好ましい。ここで本発明における吸
水率（％）は、ＡＳＴＭＤ５７０試験法に従い、２３℃の水中に試験片を１週間浸漬し、
そのときの吸水率を測定することにより算出することができる。
【００３１】
　［重合開始剤］
　重合開始剤としては、用いるモノマーや重合方法に応じて適宜選択することができ、例
えば、過酸化ベンゾイル（ＢＰＯ）、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサネ
ート（ＰＢＯ）、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシド（ＰＢＤ）、ｔｅｒｔ－ブチルパー
オキシイソプロピルカーボネート（ＰＢＩ）、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔｅｒｔ－ブ
チルパーオキシ）バラレート（ＰＨＶ）などのパーオキサイド系化合物や、２，２’－ア
ゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１
’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビス（２－メチ
ルプロパン）、２，２’－アゾビス（２－メチルブタン）、２，２’－アゾビス（２－メ
チルペンタン）、２，２’－アゾビス（２，３－ジメチルブタン）、２，２’－アゾビス
（２－メチルヘキサン）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルペンタン）、２，２’
－アゾビス（２，３，３－トリメチルブタン）、２，２’－アゾビス（２，４，４－トリ
メチルペンタン）、３，３’－アゾビス（３－メチルペンタン）、３，３’－アゾビス（
３－メチルヘキサン）、３，３’－アゾビス（３，４－ジメチルペンタン）、３，３’－
アゾビス（３－エチルペンタン）、ジメチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオ
ネート）、ジエチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート）、ジ－ｔｅｒｔ
－ブチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート）などのアゾ系化合物が挙げ
られる。
　なお、重合開始剤は勿論これらに限定されるものではなく、２種類以上を併用してもよ
い。
【００３２】
　［連鎖移動剤］
　コア部およびクラッド部の作製時には、重合性モノマーを連鎖移動剤の存在下で重合す
るのが好ましい。前記連鎖移動剤は、主に重合体の分子量を調整するために用いられる。
連鎖移動剤を用いると、重合性モノマーからポリマーを形成する際に、重合速度および重
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合度を前記連鎖移動剤によってより制御することができ、重合体の分子量を所望の分子量
に調整することができる。例えば、得られたプリフォームを延伸により線引きして光ファ
イバとする際に、分子量を調整することによって延伸時における機械的特性を所望の範囲
とすることができ、生産性の向上にも寄与する。
【００３３】
　前記連鎖移動剤については、併用する重合性モノマーの種類に応じて、適宜、種類およ
び添加量を選択することができる。各モノマーに対する連鎖移動剤の連鎖移動定数は、例
えば、ポリマーハンドブック第３版（Ｊ．ＢＲＡＮＤＲＵＰおよびＥ．Ｈ．ＩＭＭＥＲＧ
ＵＴ編、ＪＯＨＮ　ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮ発行）を参照することができる。また、該連鎖移
動定数は大津隆行、木下雅悦共著「高分子合成の実験法」化学同人、昭和４７年刊を参考
にして、実験によっても求めることができる。
【００３４】
　連鎖移動剤としては、アルキルメルカプタン類（例えば、ｎ－ブチルメルカプタン、ｎ
－ペンチルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ラウリルメルカプタン、ｔｅ
ｒｔ－ドデシルメルカプタン等）、チオフェノール類（例えば、チオフェノール、ｍ－ブ
ロモチオフェノール、ｐ－ブロモチオフェノール、ｍ－トルエンチオール、ｐ－トルエン
チオール等）などを用いることが好ましい。特に、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ラウ
リルメルカプタン、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタンのアルキルメルカプタンを用いるの
が好ましい。また、Ｃ－Ｈ結合の水素原子が重水素原子やフッ素原子で置換された連鎖移
動剤を用いることもできる。なお、前記連鎖移動剤は、２種類以上を併用してもよい。勿
論、これらに限定されるものではなく、これら連鎖移動剤は２種類以上を併用してもよい
。
【００３５】
　［その他の添加剤］
　その他、コア部およびクラッド部には、光伝送性能を低下させない範囲で、前述のドー
パントの様なその他の添加剤を添加することができる。例えば、コア部には、クラッド部
との屈折率差を大きくさせるために、屈折率調整剤を含有させてもよい。またコア部およ
びクラッド部の耐候性や耐久性などを向上させる目的で、安定剤を添加することができる
。また、光伝送性能の向上を目的として、光信号増幅用の誘導放出機能化合物を添加する
こともできる。該化合物を添加することにより、減衰した信号光を励起光により増幅する
ことができ、伝送距離が向上するので、例えば、光伝送リンクの一部にファイバ増幅器と
して使用することができる。これらの添加剤も、前記原料モノマーに添加した後、重合す
ることによって、コア部およびクラッド部に含有させることができる。
【００３６】
　次に、本発明の光ファイバの製造方法について説明するが、本発明の光ファイバの製造
方法は以下の方法に限定されるものではない。以下では、コア部とクラッド部とを有する
態様について説明する。
本発明の光ファイバは、光ファイバのプリフォームを延伸する工程を含む方法によって製
造することができる。プリフォームの製造方法としては、重合体を押し出す方法とクラッ
ド部となる円筒管にモノマーを入れて重合させる方法などを適用することができる。以下
に後者のプリフォーム製造法を用いた例を中心とした説明をする。この例は、ポリフッ化
ビニリデン樹脂のような含フッ素樹脂からなる円筒管を溶融押し出し成形してクラッド部
となる円筒管を作製する第１の工程と、前記円筒管の中空部でコア部形成用重合性組成物
を重合させることによりコア部となる領域を形成し、コア部およびクラッド部に各々対応
する領域からなるプリフォームを作製する第２の工程と、得られたプリフォームを所望の
形態に加工する第３の工程とを含むプラスチック光学部材の製造方法である。第１の工程
と第２の工程との間に、クラッド部の内壁面にアウターコア層を形成する工程を実施して
もよい。
【００３７】
　前記クラッド部、アウターコア部およびコア部を構成するポリマー成分の分子量は、プ
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リフォームを延伸する関係から、重量平均分子量で１万～１００万の範囲であることが好
ましく、３万～５０万であることがさらに好ましい。さらに延伸性の観点で分子量分布（
ＭＷＤ：重量平均分子量／数平均分子量）も影響する。ＭＷＤが大きくなると、極端に分
子量の高い成分がわずかでもあると延伸性が悪くなり、場合によっては延伸できなくなる
こともある。したがって、好ましい範囲としては、ＭＷＤが４以下が好ましく、さらには
３以下が好ましい。分子量は、重合性モノマーの重合速度および重合度を、重合開始剤ま
たは連鎖移動剤等によって調整することができる。
【００３８】
　前記第１の工程では、クラッド部に相当する１層の管を作製する。中空の円筒管の作製
方法としては、例えばモノマーを重合させつつ中空管状に成形してクラッド部を作製する
特許３３３２９２２号に記載されている様な回転重合による製造方法や樹脂の溶融押し出
しなどが挙げられる。
【００３９】
　重合性組成物を回転重合によって製造する場合は、例えば、前記クラッド部形成用重合
組成物を円筒形状の重合容器に、またはアウターコア部形成用重合性組成物をフッ素樹脂
よりなるパイプ（さらに外側に円筒形状の容器に入れられたもの）に注入し、該重合容器
を回転（好ましくは、円筒の軸を水平に維持した状態で回転）させつつ、前記重合性モノ
マーを重合させることにより、１層（一重）円筒形状の重合体からなる構造体を作製する
ことができる。重合容器に注入する前にフィルターにより濾過して、組成物中に含まれる
塵埃を除去するのが好ましい。また、性能劣化や前工程、後工程の煩雑化などを起こさな
い限りにおいて、特開平１０－２９３２１５号公報に記載された原料の粘度調整のように
取り扱いやすい様に粘度などの調整やプレ重合を行うことによる重合時間の短縮なども行
うことができる。重合温度および重合時間は、用いるモノマーや重合開始剤によって異な
るが、一般的には、重合温度は６０～１５０℃であるのが好ましく、重合時間は５～２４
時間であるのが好ましい。この時に、特開平８－１１０４１９号公報に記載されている様
に、原料をプレ重合して原料粘度を上昇させてから行い成形に要する重合時間を短縮して
も良い。また、重合に使用する容器が回転によって変形してしまうと、得られる円筒管に
歪みを生じさせることから、充分な剛性を持つ金属管・ガラス管を用いることが望ましい
。
【００４０】
　また、ペレット状や粉末状の樹脂（好ましくはフッ素樹脂）を円筒形状の容器に入れ、
両端を塞ぎ、該容器を回転（好ましくは、円筒の軸を水平に維持した状態で回転）させつ
つ該樹脂の融点以上に加熱し、前記樹脂を溶融させることにより、重合体からなる中空管
を作製することができる。この時に、溶融による樹脂の熱または酸化、および熱酸化分解
を防ぐために、該重合容器内を窒素やアルゴンなどの不活性気体雰囲気下で行うことや、
樹脂を事前に充分乾燥させておくことが好ましい。
【００４１】
　一方、重合体を溶融押出ししてクラッド部を形成する場合は、一旦、重合体を作製した
後、押出し成形等の成形技術を利用して、所望の形状（本実施の形態では円筒形状）の構
造体を得ることもできる。これらに用いられる溶融押出装置としては、主として、インナ
ーサイジングダイ方式とアウターダイ減圧吸引方式の２つのタイプがある。
【００４２】
　図６に、インナーサイジングダイ方式の溶融押出装置の断面図の一例を示して、インナ
ーサイジングダイ方式の成形の概略を説明する。
装置本体１１からベント付き１軸スクリュー押出機（不図示）により、クラッド部の原料
ポリマー４０がダイ本体１４に押出される。ダイ本体１４の内部には、原料ポリマー４０
を流路４０ａ，４０ｂに導くガイド３０が挿入されている。原料ポリマー４０は、このガ
イド３０を経て、ダイ本体１４とインナーロッド３１との間の流路４０ａ，４０ｂを通り
、ダイの出口１４ａから押出され、円筒中空管の形状のクラッド１９が形成される。クラ
ッド１９の押出速度については特に制限されないが、形状を均一に保つとともに、生産性
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の点から、押出し速度は１ｃｍ／ｍｉｎ～１００ｃｍ／ｍｉｎの範囲であることが好まし
い。
【００４３】
　ダイ本体１４には、原料ポリマー４０を加熱するための加熱装置が設置されているのが
好ましい。例えば、原料ポリマー４０の進行方向に沿って、ダイ本体１４を覆うように１
つまたは２以上の加熱装置（例えば、蒸気、熱媒油、電気ヒータなど利用した装置）を設
置してもよい。一方、ダイの出口１４ａでは、温度センサ４１を取り付け、この温度セン
サ４１によってダイの出口１４ａでのクラッド１９の温度を測定して温度を調節するのが
好ましい。温度は、原料ポリマー４０のガラス転移温度以下であることが、クラッド１９
の形状を均一に保持することが可能となるために好ましい。また、クラッド１９の温度が
４０℃以上であることが、急激な温度変化による形状の変化を抑制することが可能になり
好ましい。このクラッド１９の温度の制御は、例えば、冷却装置（例えば、水、不凍液、
オイルなどの液体や、電子冷却などを使用した装置）をダイ本体１４に取り付けてもよい
し、ダイ本体１４の自然空冷により冷却してもよい。ダイ本体に加熱装置が設置されてい
る場合は、冷却装置は加熱装置の位置より下流に取り付けるのが好ましい。
【００４４】
　次に、アウターダイ減圧吸引方式の溶融押出し装置の製造ラインの一例を図７に、およ
び成形ダイス５３の斜視図の一例を図８に示して、アウターダイ減圧吸引方式の成形の概
略を説明する。
図７に示す製造ライン５０は、溶融押出装置５１と、押出しダイス５２と、成形ダイス５
３と、冷却装置５４と、引取装置５５とを備える。ペレット投入ホッパ（以下、ホッパと
称する）５６から投入された原料ポリマーは、溶融押出装置５１内部で溶融され、押出し
ダイス５２によって押出され、成形ダイス５３に送り込まれる。押出速度Ｓは、０．１≦
Ｓ（ｍ／ｍｉｎ）≦１０の範囲が好ましく、より好ましくは０．３≦Ｓ（ｍ／ｍｉｎ）≦
５．０であり、最も好ましくは０．４≦Ｓ（ｍ／ｍｉｎ）≦１．０である。しかしながら
、本発明において押出速度Ｓは、前述した範囲に限定されるものではない。
【００４５】
　図８に示す様に、成形ダイス５３は、成形管７０を備えており、成形管７０に溶融樹脂
６０を通すことにより、溶融樹脂６０が成形され円筒形状のクラッド６１が得られる。成
形管７０には、多数の吸引孔７０ａが設けられていて、成形管７０の外側に設けられた減
圧チャンバ７１を真空ポンプ５７（図７参照）により減圧にすることで、クラッド６１の
外壁面が、成形管７０の成形面（内壁面）７０ｂに密着するために、クラッド６１の肉厚
が一定になって成形される。なお、減圧チャンバ７１内の圧力は、２０ｋＰａ～５０ｋＰ
ａの範囲とすることが好ましいが、この範囲に限定されるものではない。なお、成形ダイ
ス５３の入口に、クラッド６１の外径を規定するためのスロート（外径規定部材）５８を
取り付けるのが好ましい。
【００４６】
　成形ダイス５３により形状が調整されたクラッド６１は、冷却装置５４に送られる。冷
却装置５４には、多数のノズル８０が備えられており、それらのノズル８０から冷却水８
１をクラッド６１に向けて放水することで、クラッド６１を冷却して、固化させる。冷却
水８１は、受け器８２で回収して、排出口８２ａから排出することもできる。クラッド６
１は、冷却装置５４から引取装置５５により引き出される。引取装置５５は、駆動ローラ
８５と加圧ローラ８６とが備えられている。駆動ローラ８５には、モータ８７が取り付け
られており、クラッド６１の引取速度の調整が可能になっている。また、クラッド６１を
挟んで駆動ローラ８５と対向して配置されている加圧ローラ８６により、クラッド６１の
微小な位置のずれを修正することが可能となっている。この駆動ローラ８５の引取速度と
溶融押出装置５１の押出速度とを調整したり、加圧ローラ８６によるクラッド６１の移動
位置を微調整したりすることにより、クラッド６１の形状、特に肉厚を均一にすることが
可能となる。
【００４７】
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　また、クラッド部は機械的強度向上や難燃性などの多種の機能性を付与させるために複
層からなっていてもよく、内壁の算術平均粗さが特定の範囲の中空管を作製した後、その
外壁面をフッ素樹脂等によって被覆することもできる。
【００４８】
　得られるクラッドの外径Ｄ１は本発明の場合、積極的にコア部と周辺部の温度差を付け
る観点から一定の太さを有することが好ましく、２０≦Ｄ１（ｍｍ）≦５００の範囲であ
ることが好ましく、より好ましくは２５≦Ｄ１（ｍｍ）≦１００の範囲である。さらに、
クラッド部の肉厚ｔは、形状を保つことができる限りにおいて薄くすることが可能である
が、２≦ｔ（ｍｍ）≦２０の範囲であることが好ましい。また、プリフォームの長さは安
定重合・延伸までのマージンを持たせる観点から２００ｍｍ以上であることが好ましく、
より好ましくは５００ｍｍ以上３０００ｍｍ以下である。しかしながら、本発明において
、それらの範囲は、前述したものに限定されるものではない。
【００４９】
　前記円筒形状の重合体からなる構造体は、コア部の原料となる重合性組成物を注入でき
るように、底部を有しているのが好ましい。底部は前記円筒管を構成している重合体と密
着性および接着性に富む材質であるのが好ましい。また、底部を前記円筒管と同一の重合
体で構成することもできる。重合体からなる底部は、例えばクラッド部を重合する前、も
しくは、いずれかの方法によって中空管形成後に、重合容器を垂直に静置した状態で、重
合容器内に少量の重合性モノマーを注入し、重合することによって形成することができる
。
【００５０】
　前記第２の工程では、作製したクラッドとなる中空管の中空部に重合性モノマーを注入
し、重合させる。コア部形成用重合性組成物には、所望により重合開始剤、連鎖移動剤等
を含有させてもよい。前記組成物において、各成分の含有割合の好ましい範囲は、その種
類に応じて異なり一概に定めることはできないが、一般的には、重合開始剤は、重合性モ
ノマーに対して０．００５～０．５重量％であるのが好ましく、０．０１０～０．５重量
％であるのがより好ましい。前記連鎖移動剤は、重合性モノマーに対して０．１０～０．
４０重量％であるのが好ましく、０．１５～０．３０重量％であるのがより好ましい。
【００５１】
　コア重合の工程においては、特開平９－２６９４２４号公報記載のように加圧するもし
くは特許３３３２９２２号に記載されているように減圧して重合を行っても良く、更には
、重合工程で状況に応じて圧力を変化させても良い。これら操作により、重合性モノマー
の沸点近傍の温度である前記関係式を満たすＴ１およびＴ２℃での重合の重合効率を向上
させることができる。加圧状態で重合を行う（以下、加圧状態で行う重合を「加圧重合」
という）場合は、前記モノマーを注入した中空管を、治具の中空部に挿入して、治具に支
持された状態で重合を行うのが好ましい。さらに、重合前のモノマーを減圧雰囲気で脱水
・脱気する事でさらに気泡の発生を低減させることができる。
【００５２】
　重合による体積変化などを考慮して円筒上の冶具内に中空管を配置して重合しても良い
。前記治具は、前記中空管を挿入可能な中空を有する形状であり、該中空部は前記中空管
と類似の形状を有しているのが好ましい。即ち、前記治具も円筒形状であるのが好ましい
。治具は、加圧重合中に前記中空管が変形するのを抑制するとともに、加圧重合が進むに
従ってコア部となる領域が収縮するのを緩和可能に支持する。従って、治具の中空部は、
前記中空管の外径より大きい径を有し、前記中空管を非密着状態で支持するのが好ましい
。前記治具の中空部は、前記中空管の外径に対して０．１％～４０％だけ大きい径を有し
ているのが好ましく、１０～２０％だけ大きい径を有しているのがより好ましい。
【００５３】
　なお、このコア重合の工程終了時において、冷却操作を圧力の制御下において一定の冷
却速度で行うことによって、重合後に発生する気泡を抑制することができる。コア部重合
時に窒素等の不活性ガスで重合容器内を加圧し、不活性ガス雰囲気下で加圧重合を進行さ
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せることが、コア部の圧力応答のために好ましい。しかし、基本的にプリフォーム中から
気体を完全に抜くことは不可能であり、冷却工程などでポリマーが急激に収縮すると空隙
に気体が凝集し気泡核が形成されて気泡の発生を招いてしまう。これを防ぐには冷却工程
で冷却速度を０．００１～３℃／分程度に制御することが好ましく、０．０１～１℃／分
程度に制御することがより好ましい。この冷却操作はポリマーのＴｇ、特にコア領域のＴ
ｇに近づく過程でのポリマーの体積収縮の進行に応じて、２段以上で行っても良い。この
場合、重合直後は冷却速度を早くし、徐々に緩やかにしてゆくことが好ましい。
【００５４】
　以上の操作によって得られたプリフォームは、均一な屈折率の分布および充分な光透過
性を有するとともに、気泡およびマクロ空隔等の発生は抑制され、また、光を反射してフ
ァイバ内部に閉じ込めるクラッド部とコア部との界面の平滑性が良好であることが、高性
能、高収率のためには好ましい。
【００５５】
　また上記以外のプリフォーム作成手段としてはペレット状にされたポリメチルメタクリ
レートを溶融押し出し法によってロッド状に押し出したものや、その後十分な無配向処理
を施すためロッド状の金型にはめ込んで溶融温度以上に上げる処理をしたものなども使用
できる。その他いかなる手法にても、均一な屈折率の分布および充分な光透過性を有する
とともに、気泡およびマクロ空隔等の発生が抑制されているプリフォームを製作できる手
法であれば、上記に制限されるものではない。
【００５６】
　次に、得られたプリフォームを溶融延伸して（第３の工程）、プラスチック光ファイバ
を作製する。
延伸工程に使用可能な延伸装置の断面模式図を図９に示す。図８に示す延伸装置では、プ
リフォーム１０９を、アーム１０１のプリフォームフォルダ１０８に取り付け、吊り下げ
た状態で支持する。次に、モータ１０４によってスクリュー駆動装置１０３を駆動させる
と、スクリュー１０２が一定の速度で回転し、アーム１０１が降下し、プリフォーム１０
９はヒーター１１０に挿入される。プリフォーム１０９は、ヒーター１１０の各コンパー
トメント内で順次加熱され溶融する。溶融したプリフォーム１０９の先端は、ファイバ加
熱炉１１０の下方に配置された、冷却ファン１１３ａから冷風が送りこまれている冷却室
１１３ｂの内部を通過して、冷却された後、ヒーター１１０の下方に設置された引取りロ
ール１１５の二ップ部に挟み込まれ、下方向に引取られる。引取りロール１１５は引取り
モータ１１６によって駆動され、プリフォーム１０９を下方向に引取る力を調節可能にな
っている。アーム１０１によってプリフォーム１０９を一定速度で降下させるとともに、
引取りロール１１５により一定速度で引取ることにより、プリフォーム１０９は連続的に
引取り延伸され、ファイバ１０９’が連続的に製造される。
【００５７】
　なお、延伸軸は、調芯装置１０５により、ズレが調整できるようになっている。また、
プリフォーム１０９を下方向に引取る引取り力は、例えば、プリフォーム９がヒーター１
１０から引取りロール１１５に至る間で、プリフォーム１０９の張力を測定する張力測定
器１１４ａ、プリフォームの径を測定するレーザ測定器１１４ｂ、および／または線引長
さを測定する距離カウンタ１１４ｃからの測定値に基づいてコンピュータ１１７が引取り
モータ１１６を制御することで、最適化することができる。
【００５８】
　図９に示す様に、ヒーター１１０が多段のコンパートメントから構成されている場合は
、各コンパートメント内の温度調整を正確に行なうことにより、上述した、中心部と周辺
部との温度差を容易に形成できる。各コンパートメントの温度調整を正確に行うためには
、図９に示す様に、各コンパートメントをオリフィス１１９で仕切り、各コンパートメン
トの温度雰囲気が隣接するコンパートメントに漏れ難くするのが好ましい。
【００５９】
　例えば、固有複屈折が正の材料からなる場合、コア中心部からコア周辺部に向かって、
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次第に低温になる様に温度を調整すればよいので、プリフォームが上部から供給されてき
た１段目のコンパートメント等の上流の加熱ゾーンで、先ず充分な加熱を急激に与え、２
段目以降のコンパートメント内等の下流の加熱ゾーンで延伸が開始され、円筒形のプリフ
ォームは徐々にその径が減少し、実質的に円錐形状になる。所望のファイバ径になるまで
の間に、冷気（好ましくは加熱ゾーンの延伸温度よりも３０℃以下）を吹き付けて急速に
冷却しながら延伸して最終ファイバ径に調整するという手法をとるのが好ましい。冷気の
吹き付けにより周辺部は急冷されるが、中心部までは冷却されないため、コア部内部に温
度分布が生じる。
【００６０】
　一方、固有複屈折が負の材料からなる場合は、コア周辺部からコア中心部に向かって次
第に低温になる様に温度を調整すればよいので、プリフォームが上部から供給されてきた
１段目、ないしは１・２段目のコンパートメント内等の上流のゾーンを３０℃以下に調整
して、プリフォームが予熱されないようにしておき、次に通過するコンパートメントにて
短時間で急速な加熱を与えてコア周辺部を充分な温度に上げ、コア中心部の温度が上がり
きって温度分布が均一にならない内に延伸を始めて、最終ファイバ径に調整するという手
法をとる。上流の加熱ゾーンにおける冷気は３０℃以上であると予熱を防ぎきれなくなり
、十分な温度差が付かなくなる。
【００６１】
　いずれの場合も最終ファイバ径になってから冷却手段をとることにより、その後のパス
ローラー通過時に変形を受けることを防止できる。
【００６２】
　延伸加熱温度は、プリフォームの材質等に応じて適宜決定することができるが、一般的
には、１８０～２５０℃が好ましい。延伸条件（延伸温度等）は、得られたプリフォーム
の径、所望のプラスチック光ファイバの径および用いた材料等を考慮して、適宜決定する
ことができる。特に、本発明のファイバにおいては、その断面の中心方向から円周に向け
複屈折率が変化する構造を有するため、円周側の温度を高めにする場合には、プリフォー
ム表面を加熱する電気炉を用いて円周部と中心部で温度差が生じるようにすることが好ま
しく、一方、中心側の温度を高めにする場合は内部まで迅速に温度が上昇するレーザー光
による加熱手段を用いて内部まで十分に迅速に加熱し、延伸後段で冷風を送風して急冷す
るのが好ましい。
【００６３】
　延伸は線形とその真円度を維持させるため、中心位置を一定に保つ調芯機構を有する延
伸紡糸装置を用いて行うのが好ましい。
また、線引時の張力は、特開平７－２３４３２２号公報に記載されているように、溶融し
たプラスチックを配向させるために１０ｇ以上とすることができ、もしくは特開平７－２
３４３２４号公報に記載されているように、溶融延伸後に歪みを残さないようにするため
に１００ｇ以下とすることが好ましい。また、特開平８－１０６０１５号公報に記載され
ているように、延伸の際に予備加熱工程を実施する方法などを採用することもできる。
【００６４】
　以上の方法によって得られるファイバについては、得られる素線の破断伸びや硬度につ
いて特開平７－２４４２２０号公報に記載の様に規定することでファイバの曲げや側圧特
性を改善することができる。また、特開平８－５４５２１号公報のように低屈折率層を周
辺に設けて反射層として機能させて、さらに伝送性能を向上させることもできる。また、
反射層作製手段としては、ＰＭＭＡロッド単体を延伸してファイバ最終径とした後に、ク
ラッドとなる様な、低屈折率媒体を塗布する手法によっても構わない（塗布型クラッドの
例としては、Ａｄｄｉｓｏｎ　Ｃｌｅａｒ　Ｗａｖｅ　社　「ＡＣ　Ｒ２２０Ｂ」塗布Ｕ
Ｖ硬化型がある）。
【００６５】
　前述した方法で製造されたプラスチック光ファイバは、そのままの形態で種々の用途に
供することができる。また、保護や補強を目的として、その外側に被覆層を有する形態、
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繊維層を有する形態、および／または複数のファイバを束ねた状態で、種々の用途に供す
ることができる。被覆工程は、例えばファイバ素線の通る穴を有する対向したダイスにフ
ァイバ素線を通し、対向したダイス間に溶融した被覆用の樹脂を満たし、ファイバ素線を
ダイス間に移動することで被覆されたファイバを得ることができる。被覆層は可撓時に内
部のファイバへの応力から保護するため、ファイバ素線と融着していないことが望ましい
。さらにこのとき、溶融した樹脂と接することでファイバ素線に熱的ダメージが加わるの
で、極力ダメージを押さえるような移動速度や低温で溶融できる樹脂を選ぶことも望まし
い。このとき、被覆層の厚みは被覆材の溶融温度や素線の引き抜き速度、被覆層の冷却温
度による。
　その他にも、光部材に塗布したモノマーを重合させる方法やシートを巻き付ける方法、
押し出し成形した中空管に光部材を通す方法などが知られている。
【００６６】
　素線を被覆することにより、プラスチック光ファイバケーブル製造が可能となる。その
際にその被覆の形態として、被覆材とプラスチック光ファイバ素線の界面が全周にわたっ
て接して被覆されている密着型の被覆と、被覆材とプラスチック光ファイバ素線の界面に
空隙を有するルース型被覆がある。ルース型被覆では、たとえばコネクタとの接続部など
において被覆層を剥離した場合、その端面の空隙から水分が浸入して長手方向に拡散され
るおそれがあるため、通常は密着型が好ましい。しかし、ルース型の被覆の場合、被覆と
素線が密着していないので、ケーブルにかかる応力や熱とはじめとするダメージの多くを
被覆材層で緩和させることができ、素線にかかるダメージを軽減させることができるため
、使用目的によっては好ましく用いることができる。水分の伝播については、空隙部に流
動性を有するゲル状の半固体や粉粒体を充填することで、端面からの水分伝播を防止でき
、かつ、これらの半固体や粉粒体に耐熱や機械的機能の向上などの水分伝播防止と異なる
機能をあわせ持つようにすることでより高い性能の被覆を形成できる。
【００６７】
　ルース型の被覆を製造するには、クロスヘッドダイの押出し口ニップルの位置を調整し
減圧装置を加減することで空隙層を作ることができる。空隙層の厚みは前述のニップル厚
みと空隙層を加圧／減圧することで調整が可能である。
【００６８】
　さらに、必要に応じて被覆層（１次被覆層）の周辺にさらに被覆層（２次被覆層）を設
けても良い。２次被覆層に難燃剤や紫外線吸収剤、酸化防止剤、ラジカル捕獲剤、昇光剤
、滑剤などを導入してもよく、耐透湿性能を満足する限りにおいては、１次被覆層にも導
入は可能である。なお、難燃剤については臭素を始めとするハロゲン含有の樹脂や添加剤
や燐含有のものがあるが、毒性ガス低減などの安全性の観点で難燃剤として金属水酸化物
を加える主流となりつつある。金属水酸化物はその内部に結晶水として水分を有しており
、またその製法過程での付着水が完全に除去できないため、金属水酸化物による難燃性被
覆は本発明の対透湿性被覆（１次被覆層）の外層被覆（２次被覆層）として設けることが
望ましい。
【００６９】
　また、複数の機能を付与させるために、様々な機能を有する被覆を積層させてもよい。
例えば、本発明のような難燃化以外に、素線の吸湿を抑制するためのバリア層や水分を除
去するための吸湿材料、例えば吸湿テープや吸湿ジェルを被覆層内や被覆層間に有するこ
とができ、また可撓時の応力緩和のための柔軟性素材層や発泡層等の緩衝材、剛性を挙げ
るための強化層など、用途に応じて選択して設けることができる。樹脂以外にも構造材と
して、高い弾性率を有する繊維（いわゆる抗張力繊維）および／または剛性の高い金属線
等の線材を熱可塑性樹脂に含有すると、得られるケーブルの力学的強度を補強することが
できることから好ましい。
　抗張力繊維としては、例えば、アラミド繊維、ポリエステル繊維、ポリアミド繊維が挙
げられる。また、金属線としてはステンレス線、亜鉛合金線、銅線などが挙げられる。い
ずれのものも前述したものに限定されるものではない。その他に保護のための金属管の外
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装、架空用の支持線や、配線時の作業性を向上させるための機構を組み込むことができる
。
【００７０】
　また、ケーブルの形状は使用形態によって、素線を同心円上にまとめた集合ケーブルや
、一列に並べたテープ心線と言われる態様、さらにそれらを押え巻やラップシースなどで
まとめた集合ケーブルなど用途に応じてその形態を選ぶことができる。
【００７１】
　また、本発明によって得られる大口径の光ファイバを用いたケーブルは、軸ずれに対し
て従来の光ファイバに比べて許容度が高いため突き合せによる接合でも用いることができ
るが、端部に接続用光コネクタを用いて接続部を確実に固定することが好ましい。コネク
タとしては一般に知られている、ＰＮ型、ＳＭＡ型、ＳＭＩ型などの市販の各種コネクタ
を利用することも可能である。
【００７２】
　本発明の光学部材としての光ファイバ、および光ファイバケーブルを用いて光信号を伝
送するシステムには、種々の発光素子や受光素子、光スイッチ、光アイソレータ、光集積
回路、光送受信モジュールなどの光部品を含む光信号処理装置等で構成される。また、必
要に応じて他の光ファイバなどと組合わせてもよい。それらに関連する技術としてはいか
なる公知の技術も適用でき、例えば、プラスティックオプティカルファイバの基礎と実際
（エヌ・ティー・エス社発行）、日経エレクトロニクス２００１．１２．３号１１０頁～
１２７頁「プリント配線基板に光部品が載る，今度こそ」などを参考にすることができる
。前記文献に記載の種々の技術と組み合わせることによって、コンピュータや各種デジタ
ル機器内の装置内配線、車両や船舶などの内部配線、光端末とデジタル機器、デジタル機
器同士の光リンクや一般家庭や集合住宅・工場・オフィス・病院・学校などの屋内や域内
の光ＬＡＮ等をはじめとする、高速大容量のデータ通信や電磁波の影響を受けない制御用
途などの短距離に適した光伝送システムに好適に用いることができる。
【００７３】
　さらに、ＩＥＩＣＥ　ＴＲＡＮＳ．ＥＬＥＣＴＲＯＮ．，ＶＯＬ．Ｅ８４－Ｃ，Ｎｏ．
３，ＭＡＲＣＨ　２００１，ｐ．３３９－３４４「Ｈｉｇｈ－Ｕｎｉｆｏｒｍｉｔｙ　Ｓ
ｔａｒ　Ｃｏｕｐｌｅｒ　Ｕｓｉｎｇ　Ｄｉｆｆｕｓｅｄ　Ｌｉｇｈｔ　Ｔｒａｎｓｍｉ
ｓｓｉｏｎ」，エレクトロニクス実装学会誌　Ｖｏｌ．３，Ｎｏ．６，２０００　４７６
頁～４８０ページ「光シートバス技術によるインタコネクション」の記載されているもの
や、特開平１０－１２３３５０号、特開２００２－９０５７１号、特開２００１－２９０
０５５号等の各公報に記載の光バス；特開２００１－７４９７１号、特開２０００－３２
９９６２号、特開２００１－７４９６６号、特開２００１－７４９６８号、特開２００１
－３１８２６３号、特開２００１－３１１８４０号等の各公報に記載の光分岐結合装置；
特開２０００－２４１６５５号等の公報に記載の光スターカプラ；特開２００２－６２４
５７号、特開２００２－１０１０４４号、特開２００１－３０５３９５号等の各公報に記
載の光信号伝達装置や光データバスシステム；特開２００２－２３０１１号等に記載の光
信号処理装置；特開２００１－８６５３７号等に記載の光信号クロスコネクトシステム；
特開２００２－２６８１５号等に記載の光伝送システム；特開２００１－３３９５５４号
、特開２００１－３３９５５５号等の各公報に記載のマルチファンクションシステム；や
各種の光導波路、光分岐器、光結合器、光合波器、光分波器などと組み合わせることで、
多重化した送受信などを使用した、より高度な光伝送システムを構築することができる。
以上の光伝送用途以外にも照明、エネルギー伝送、イルミネーション、センサ分野にも用
いることができる。
【実施例】
【００７４】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、試
薬、割合、操作等は、本発明の精神から逸脱しない限り適宜変更することができる。従っ
て、本発明の範囲は以下に示す具体例に制限されるものではない。



(17) JP 4657208 B2 2011.3.23

10

20

30

40

50

【００７５】
　［実施例１～９］
　図６に示すのと同様の構成のインナーサイジングダイ方式の溶融押し出し装置によって
、厚さ１ｍｍ、直径２０ｍｍ、長さ１ｍのポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）の中空円筒
管（パイプ）を作製した。そのパイプの片端をＰＶＤＦのキャップをはめて蓋をし、中空
部にコア部が負の複屈折材料であるＰＭＭＡからなるように下記ＭＭＡ処方液を注入した
。
《ＭＭＡ処方液》
　メタクリル酸メチル　　　　　　　　　　　　　　　５００ｇ
　メチルアゾビスイソブチレート　　　　　　　　　０．２５ｇ
　ｎ－ラウリルメルカプタン　　　　　　　　　　　１．７５ｇ
【００７６】
　前記ＭＭＡ処方液を注入された中空管をオイルバスに入れて、６０℃２４時間→９０℃
２４時間→１２０℃２４時間のステップ条件で重合し、プリフォームを作製した。
【００７７】
　《延伸》
　上記プリフォームをリング状電気炉を有した図９と同様の構成の延伸機により延伸した
。ヒーターゾーンは図９の様に５段式となっており、各エリアの温度雰囲気が隣に漏れに
くくするため、オリフィスと称する板１１９が突き出している。上から第１・第２ゾーン
は２０℃の常温風が常に流されており、第３ゾーンの設定温度を２０５℃、２１０℃、２
１５℃、２２０℃、２２５℃、２３０℃、２３５℃、２４０℃および２４５℃の９水準に
して、第４ゾーン・第５ゾーンはそれぞれ１７０℃・１４０℃に固定して、延伸をそれぞ
れ実施した。実施例１～９の各試料、外径１ｍｍで長さ５０ｍのファイバを得た。
【００７８】
　本発明者は、具体的にこの手法でプリフォーム内部にどのような温度差が生じているか
をモデル実験にて確認している。特別にコア中心部と該コア中心部を含み長手方向に垂直
な面上に位置する外周部とに熱伝対を仕込んだプリフォームを用意して実施例８のヒータ
ーゾーン設定温度２４０℃条件にて延伸を実行し熱伝対仕込み部分が延伸コーン部に差し
掛かって延伸ファイバが切断するまで測定した結果、延伸コーン形成部（図５の点Ａ１近
傍）において、外周部は２１３℃、コア中心部は１９０℃であり、内外温度差が２３℃付
いていた。
【００７９】
　《伝送周波数帯域評価》
　光源として波長６５０ｎｍのＬＥＤを用い、半値幅１００ピコセカンドのパルス光とし
、出射パルス光を開口数０．５の対物レンズを用いて集光し、上記の各ファイバ試料の端
面から入射させた。５０ｍ先のもう一方の端面から出射した光をサンプリングオシロスコ
ープで検出した。その波形の半値幅から応答周波数に換算し、伝送周波数帯域を算出した
。結果を表１に示す。また、各試料の伝送周波数帯域を延伸温度に対してプロットしたグ
ラフを図１０に示す。図１０に示すグラフから、延伸温度によって伝送周波数帯域が変化
し、最大周波数が２２５℃付近に存在することが分かる。
【００８０】
　《複屈折率分布の評価》
　各ファイバ試料の長手方向中心線から垂直方向周辺部に向かっての複屈折率の分布を以
下の方法で調べた。なお、ここではレターデイション｛Δｎ（複屈折率：ｎｘ－ｎｙ）×
ｄ（試料の厚み）｝の分布を評価することで、複屈折率分布を評価した。まず、実施例１
～９の各ファイバ試料を１０ｍｍ長ほど用意した。これを、各試料を１ｍｍ厚のガラス板
上に置き、エポキシ樹脂によりガラス板上に包埋接着した（図１１）。次に、エポキシ樹
脂側から（図１１中、上から）研磨機で削っていき、ファイバの中心線付近（図１中、破
線Ｌ1）まで削る。次に、研磨面の上にもう一枚の１ｍｍ厚ガラス板を密着させてエポキ
シ樹脂で固める。そして、先ほどの研磨とは反対側のガラス面側から（図１１中、下から
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）研磨し、最初のガラス板を削りきって、更にファイバを削っていき、サンプル厚みが０
．１ｍｍとなる（図１中、破線Ｌ2）まで削る。以上の工程により、ガラス板上に、厚さ
０．１ｍｍのファイバの長手方向に切り出したサンプルを作製した。これをオリンパス偏
光顕微鏡ＢＸ５１に厚肉ベレックコンペンセーターＵ－ＣＴＢを付けて、その色味からレ
ターデイションの分布を評価した。どのサンプルも中心線付近から中心線に垂直にＰＶＤ
Ｆクラッド部との界面に向かって、レターデイションが変化していた。表１にそのレター
デイション変化の絶対値を示す。
【００８１】
　《温湿度耐久性評価》
　作製した上記の各試料について、製作した直後に及び７０℃９０％ＲＨで１０００時間
保管した後に、６５０ｎｍ波長の光を使ってカットバック法により伝送損失を測定し、両
者の差を伝送損失変化とした。この結果も合わせて表１に示す。
【００８２】
　表１に示した結果から、複屈折率変化が大きいものほど伝送周波数帯域が大きいことが
分かる。即ち、その変化の絶対値が大きいものほど、長手方向に垂直な面上の屈折率分布
が大きく、光伝送性能に優れたＧＩ－ＰＯＦであることがわかった。
【００８３】
　［比較例１］
　プリフォームとしては実施例１と同じ製法のものを用いた。
《延伸》
　上記プリフォームを、リング状電気炉を有した図９と同様の構成の延伸機により延伸し
た。上から第１・第２ゾーンは１４０℃・１８０℃に、第３ゾーンの設定温度を２４０℃
に、第４・第５ゾーンは１７０℃・１４０℃にそれぞれ設定して延伸し、比較例１の試料
を作製した。試料は、外径１ｍｍ、ファイバ長５０ｍであった。
【００８４】
　伝送周波数帯域評価、複屈折率分布評価をおよび温湿度耐久性評価を、上記実施例１～
９と同一の方法で行った。結果を表１に示す。なお、複屈折率分布評価では、比較例１の
試料は、レターデイションは存在するものの、その値が均一で実施例のような分布は一切
見られなかった。
【００８５】
　〔比較例２〕
　特許３３３２９２２号公報の実施例４に記載に従って、ＧＩ－ＰＯＦを作製した。なお
、この方法は、従来型のＧＩ－ＰＯＦ製作手法で、ドーパントを用い、ドーパントの濃度
分布に基づいて屈折率の分布を構築する方法である。上記と同様に得られた光ファイバの
性質を評価した。
【００８６】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
【００８７】
　本発明によれば、ファイバの長手方向に平行な断面上に複屈折率変化を付けることによ
り、伝送方向と垂直な断面上に屈折率分布型とすることができ、ドーパントを用いなくて
も、均一素材にてＧＩ－ＰＯＦを製作することができる。そしてこの手法によって作製さ
れたファイバは、伝送周波数帯域に優れ、かつ長期耐久性や温湿度耐久性にも優れるファ
イバである。
【図面の簡単な説明】
【００８８】
【図１】本発明の光ファイバを説明するために用いた模式図である。
【図２】特許３３３２９２２号に記載のファイバの屈折率楕円体分布を示す模式図である
。
【図３】固有複屈折が正の材料からなる本発明ファイバの一例についての屈折率楕円体分
布を示す模式図である。
【図４】固有複屈折が負の材料からなる本発明ファイバの一例についての屈折率楕円体分
布を示す模式図である。
【図５】本発明の光ファイバを作製する途中で形成される延伸コーンの概略模式図である
。
【図６】本発明の光ファイバの作製に使用可能なインナーサイジングダイ方式の溶融押出
装置の断面図の一例である。
【図７】本発明の光ファイバの作製に使用可能なアウターダイ減圧吸引方式の溶融押出し
装置の製造ラインの一例である。
【図８】本発明の光ファイバの作製に使用可能な成形ダイスの斜視図の一例である。
【図９】本発明の光ファイバの作製に使用可能な延伸装置の断面模式図の一例である。
【図１０】実施例の試料について、延伸温度と帯域の関係を示すグラフである。
【図１１】実施例で行った複屈折率分布評価用の試料の作製方法を説明するのに用いた模
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【図４】
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